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ま え が き 

 

 本報告書は、厚生労働省（雇用均等・児童家庭局および労働基準局）の要請に基づき、ワ

ーク・ライフ・バランスに関する企業の自主的な取り組みを促すような欧米諸国の政府の支

援施策、ワーク・ライフ・バランスを推進するための広報・環境整備の施策について情報収

集を行った成果をとりまとめたものである。 

 

 ワーク・ライフ・バランスは近年、重要な課題となっている。その実現のためには、労働

者の健康と生活に配慮するとともに、企業が最低限守らなければならない基準を設けるなど

法による規制が必要であるが、より一層ワーク・ライフ・バランスを進めるためには、加え

て企業の自主的な取り組みを促すことが重要である。 

 

 本調査は、早くからワーク・ライフ・バランスに取り組んできたフランス・ドイツ・スウ

ェーデン・イギリス・アメリカの欧米諸国を比較対象として実施した。調査の結果、企業に

対する支援策については、すでに環境が整備されており企業支援施策を必要としない国や、

企業の自主性を重視しており基本的に政府が関与していない国、また支援策を実施する国の

中でもその内容はそれぞれ異なるなど、国によって施策の在り方はさまざまであることが明

らかになった。 

 

 本報告書が、今後の企業に対するワーク・ライフ・バランス支援施策のあり方を検討する

際の参考となり、さらにはわが国におけるワーク・ライフ・バランス推進のための一助とな

れば幸いである。 
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